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です。

認定ＮＰＯ法人 地域環境ネットワーク

「認定NPO法人」について
2024年3月18日 大分県 県民活動支援室（アイネス）

一級建築士、社会福祉士、環境カウンセラー（環境省）

1

稙田西中学校 電気使用量（平成27年度）今日の流れ

・自己紹介

・認定NPO法人とは？

・認定NPO法人を取った理由

・「良かった」と思うこと

・「大変だ」と思うこと

・質疑応答
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稙田西中学校 電気使用量（平成27年度）認定NPO法人とは？

●認定NPO法人とは、NPO法人のうち、運営組織や事業

活動が適正であって公益の増進に資するものについて

一定の基準等に適合したものとして、所轄庁である

都道府県知事や指定都市の長が 「認定」したＮＰＯ法人

のことです。

●認定ＮＰＯ法人に寄付すると、寄付者（個人）の税金

（所得税・住民税）から寄付金額の最大50％が控除され

ます。
大分県パンフレット
「認定NPO法人、特例認定NPO法人、指定NPO法人
制度を活用しませんか？」より抜粋

3

稙田西中学校 電気使用量（平成27年度）認定NPO法人とは？

名 称 主たる事務所の所在地 代表者氏名 認定の有効期間

特定非営利活動法人
地域環境ネットワーク

大分市西新地１丁目３
番５号

三浦 逸朗

令和2年1月6日
～令和7年1月5日
（初回：平成27年1月6日に
認定）

特定非営利活動法人
ＳＭＩＳ
（スマイス）

大分市上田町三丁目３
番４号

松田 典子

令和5年4月19日
～令和10年4月18日
（初回：平成30年4月19日に
認定）

NPO法人
地域の宝育成支援センター

大分市花園二丁目１１番
４２号

小野 二生

令和元年8月7日
～令和6年8月6日
※特例認定の有効期間
平成29年10月12日
～令和元年8月6日

特定非営利活動法人
おおいた成年後見
権利擁護支援センター

臼杵市大字臼杵字洲崎
７２－１２６

吉田 明美

令和2年10月2日
～令和7年10月1日
※特例認定の有効期間
平成30年11月6日
～令和2年10月1日

特定非営利活動法人
大分ＤＡＲＣ
（オオイタダルク）

大分市府内町三丁目７
番１９号藤本設計ビル３
階

河村 郁男
令和4年12月28日
～令和9年12月27日

大分県ホームページより 2024.3.4 4
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稙田西中学校 電気使用量（平成27年度）認定NPO法人とは？

大分県パンフレット
「認定NPO法人、特例認定NPO法人、指定NPO法人
制度を活用しませんか？」より抜粋

5

稙田西中学校 電気使用量（平成27年度）認定NPO法人を取った理由

・平成24年から所轄庁が認定を行うようになった

・独立行政法人 環境再生保全機構「地球環境基金」

の説明会に「認定NPO法人」がたくさんいて、

「都会では当たり前なんだあ、カッコいいなあ」と思った

・第三者評価を求められ始めた

6
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稙田西中学校 電気使用量（平成27年度）「良かった」と思うこと

・認定を知っている人には「すごいね」と思ってもらえる

・第三者評価を求められる際に適応できる

・書類や記録を人に見られる前提で整理するようになった

ので、外部からの問合せや依頼に速やかに対応できる

・労働環境を整えるきっかけになった

・説得してもらいやすい（寄付など）

・選んでもらいやすい（委員会など）

・「みなし寄付」を利用できる⇒税制優遇

7

稙田西中学校 電気使用量（平成27年度）「大変だ」と思うこと

・毎年、事業報告書を別につくらないといけない

・更新審査の準備が大変

・福祉、教育、防災害のジャンルに比べて、環境は寄付を

集めにくい気がする

・民間の事業を受けにくい

※当団体は、PSTは「相対値基準」を使用しているので、

民間の事業を受けると、それに見合った寄付金を集め

なくてはいけない。大元が国の事業でも、財団や社団

などを経由すると民間事業になってしまう。

・プラス面がマイナス面を上回っている実感は・・・

今後は・・・

⇒第三者評価が条件の事業（環境省系）を実施しているので、当面は継続したい
8
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県からのお知らせ
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◎ ＮＰＯ法人の事務所等から事業報告書等の提出、定款変更や役員変更の届出等の手続が行えます。
◎ 活動計算書などの財務諸表の自動計算ができます。また、将来的には外部の会計ソフトと連携して、効率よく財務諸表を作成する
ことができるようになる予定です。

◎ 申請・届出等を行った情報がシステム内に保存され、履歴の管理が行えます。この機能により、事業報告書等の提出や役員変更
等の際に、前年度や変更前の書類を確認しながら、新たな書類の作成が行えます。

◎ 支援者（行政書士、中間支援団体）にシステムの利用アカウントを付与することで、申請・届出等の手続の支援を効率的に
受けることができます。

ＮＰＯ法人の申請・届出等の手続がオンラインで行えるようになりました！
（「ウェブ報告システム」 運用開始のお知らせ）

お問い合わせ先
大分県県民生活・男女共同参画課（アイネス）
県民活動支援室 TEL：097-534-2052

※ 従来どおり、書面（郵送・持込み）による申請・届出も可能です。

認証、認定

申請者、ＮＰＯ法人

オンラインでの
事前相談、審査

オンラインでの
申請書等の作成

所轄庁

電子申請

ウェブ報告システム

支援者

申請支援 システムを登録することで、
申請書等の確認や電子保存、
申請者等と所轄庁との手続き
のやり取りができる。

ウェブ報告システム稼働後

クラウドサービス

これまで

開庁時間に限りが
あり、時間や手間
もかかる･･･

★内閣府ＮＰＯ法人ポータルサイト
（https://www.npo-homepage.go.jp/npoportal/）
・「法人ログイン」ボタンからアカウントを新規登録
・アカウント作成方法の説明動画があります
・ＮＰＯポータルサイトサポートデスク
📞0120-876-531 受付時間：平日9：30～11：59、13：00～18：15

「ウェブ報告システム」利用はこちらから↓

※ 従来どおり、書面（郵送・持込み）による申請・届出も可能です。

お早めにご準備ください！

申請・届出等の手続ができるようになるまで、アカウント
の新規登録から２週間程度かかります！
特に事業報告書の提出法人の多い５～６月頃は時間がかか
る場合があります。 50
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